
 

 

国⽴研究開発法⼈国⽴環境研究所委託業務規程 

 
平成１３年 ４⽉ １⽇規程第３０号 
平成２６年 ３⽉ ７⽇ ⼀部改正 
平成２７年 ４⽉ １⽇ ⼀部改正 
平成２７年 ５⽉１５⽇ ⼀部改正 
平成３１年 １⽉ ４⽇ ⼀部改正 
令和 ２年 ４⽉ １⽇ ⼀部改正 
令和 ３年１１⽉ １⽇ ⼀部改正 
令和 ６年１１⽉２７⽇ ⼀部改正 

（趣旨） 
第１条 国⽴研究開発法⼈国⽴環境研究所（以下「研究所」という。）における国⽴研究開発法

⼈国⽴環境研究所業務⽅法書（平成１３年４⽉２⽇環境⼤⾂認可）第９条及び第１５条の規
定に基づく調査⼜は研究、環境情報収集等及びその他の業務（以下「研究等業務」という。）
に係る業務の委託契約（以下「委託契約」という。）に関する取扱いについては、この規程に
よるものとする。 

 
（⽤語の定義） 
第２条 この規程において、次の各号に掲げる⽤語の意義は、それぞれ当該各号に定めるとこ

ろによる。 
（１）知的財産権 国⽴研究開発法⼈国⽴環境研究所知的財産取扱規程第２条第５号に規定す

る権利及び外国における前記の権利に相当する権利、並びにその他⼀切の知的財産権をい
う。 

（２）契約責任者 国⽴研究開発法⼈国⽴環境研究所契約事務取扱細則第３条に規定する契約
責任者をいう。 

 
（研究等業務の委託） 
第３条 研究所は、⾃ら実施することが効率的でないと認める研究等業務の実施を研究所以外

の者に委託（以下「委託業務」という。）することができる。 
 



 

（相⼿⽅の選定） 
第４条 研究所は、研究等業務を委託するときは、当該業務の内容、実施⽅法及び時期並びに

経済性等を考慮して、当該委託業務を最も適正かつ確実に実施することができると認められ
る者を委託契約の相⼿⽅として選定するものとする。 

２ 当該選定に当たっては、国⽴研究開発法⼈国⽴環境研究所会計規程及び国⽴研究開発法⼈
国⽴環境研究所契約事務取扱細則に基づき、⼀般競争、指名競争及び随意契約のいずれかに
より⾏うものとする。 

 
（委託業務の期間） 
第５条 研究所が研究等業務を委託する期間は、１事業年度内の期間とする。但し、特別の事

情がある場合はこの限りではない。 
 
（委託業務仕様書等の作成） 
第６条 研究所は、委託契約を締結しようとするときは、あらかじめ次の事項を記載した委託

業務仕様書（以下「仕様書」という。）⼜は委託業務実施要領（地⽅公共団体と委託契約を締
結しようとする場合に限る。以下「実施要領」という。）を定めなければならない。 

（１）業務の題⽬ 
（２）業務の⽬的及び概要 
（３）業務の実施場所 
（４）業務の実施期間 
（５）業務の実施⽅法 
（６）業務完了報告書の提出期限、提出場所 
（７）その他必要な事項（成果物の仕様等） 
 
（委託費の算定） 
第７条 委託業務の実施に要する経費（以下「委託費」という。）は、当該委託業務に係る仕様

書⼜は実施要領に則り、契約責任者が別に定める「委託業務費算定基準表」によるもののほ
か、算出基準が明らかな合理的な単価に基づき算定するものとする。 

 
（委託業務実施計画書等の審査） 



 

第 7 条の２ 研究所は、地⽅公共団体と委託契約を締結しようとするときは、あらかじめ実施
要領を委託しようとする者に提⽰し、契約責任者が別に定める委託業務実施計画書（以下
「実施計画書」という。）を提出させ、これを審査しなければならない。 

 
（契約の締結） 
第 8 条 研究所は、委託契約に当たっては、契約責任者が別に定める委託契約書を標準とし

て、契約を締結するものとする。 
 
（委託業務遂⾏の責務） 
第９条 研究所は、委託業務の執⾏に当たり、当該委託業務を受託した者（以下「受託者」と

いう。）に対し、委託契約書及び仕様書⼜は実施計画書に則して善良な管理者の注意をもって
適正に業務が⾏われるよう指導しなければならない。 

 
（委託業務の変更等の取扱） 
第 10 条 研究所は、地⽅公共団体との委託契約締結後に当該委託業務の内容を変更しようと

するときは、実施要領を変更の上、受託者に提⽰し、契約責任者が別に定める委託業務変更
実施計画書を提出させ、これを審査しなければならない。但し、第 7 条の２により提出され
た実施計画書の内容等に変更がなく、また、実施計画書の経費区分の軽微な変更の場合につ
いては、この限りでない。 

２ 研究所は、前項の場合において、必要があると認めるときは、契約書の⼀部変更を⾏うも
のとする。 

３ 研究所は、受託者が委託契約締結後に実施計画書の変更をしようとするときは、あらかじ
め受託者から、契約責任者が別に定める委託業務変更承認申請書を提出させるものとする。
但し、実施計画書の経費区分の軽微な変更の場合については、この限りでない。 

４ 研究所は、やむを得ないと認められる場合に限り、前項の申請に係る変更を承認するもの
とする。この場合において、研究所は、必要があると認めるときは、契約書の⼀部変更を⾏
うものとする。 

 
（委託業務の中⽌） 



 

第 11 条 研究所は、天災地変その他やむを得ない事由により、委託業務の遂⾏が困難となっ
たときは、受託者から契約責任者が別に定める委託業務中⽌（廃⽌）申請書を提出させたう
え、当該申請を承認するものとする。 

 
（実施状況の報告等） 
第 12 条 研究所は、委託業務の実施状況を把握するため、受託者に対し仕様書⼜は実施計画

書に定めるもののほか、必要に応じ委託業務の実施に関して報告⼜は資料の提出を求めるも
のとする。 

 
（帳簿その他の関係書類の備付け及び保存） 
第 13 条 研究所は、委託費の適正な執⾏を確保するため、受託者に対して、次に掲げる会計

帳簿及び関係証拠書類（以下「関係書類」と総称する。）を備え付けさせ、委託業務実施年度
後終了後７年間これを保存させるものとする。 

（１）現⾦出納簿及び備品台帳 
（２）俸給、給料、謝⾦等⽀給簿、出勤簿及び出張命令簿 
（３）委員会等開催記録簿、作業⽇誌及び電算機使⽤記録簿 
（４）領収証書その他関係必要書類 
２ 前項の規定にかかわらず、受託者が補助簿等により適正な区分管理を⾏う等委託費の執⾏に

係る経費を明確にする措置を講じている場合には、受託者の規則、規約⼜は規程に基づく帳
票等をもって前項の関係書類に代えることができる。 

 
（委託業務の調査等） 
第 14 条 研究所は、必要があると認めるときは、委託業務の実施状況、委託費の使途その他

必要な事項について、受託者から報告を求め、⼜は実地に調査を⾏うものとする。 
 
（委託業務の完了の確認） 
第 15 条 研究所は、受託者が委託業務を完了したときは、受託者に契約責任者が別に定める

委託業務完了報告書を提出させるものとする。 
２ 研究所は、受託者から前項の委託業務完了報告書を受けたときは、速やかに検査職員に監

督職員の⽴会いのもと、仕様書⼜は実施計画書と照合の上で委託業務の完了を確認させ、契
約責任者が別に定める検査調書により報告させるものとする。 



 

 
（委託業務の監督及び検査職員） 
第 16 条 研究所は、委託業務の監督を⾏う監督職員及び委託業務の完了の確認を⾏う検査職

員の発令を⾏うものとする。 
 
（委託費の精算） 
第 17 条 研究所は、受託者から委託業務の契約期間に照らし別に定める⽇までに契約責任者

が別に定める委託業務精算報告書を提出させるものとする。 
２ 研究所は、前項の報告書を受理したときは、遅延なくその内容を審査し、適正と認めたと

きは、委託費の額を確定し、これを受託者に通知し、受託者に委託業務費精算払請求書を提
出させるものとする。 

３ 研究所は、受託者から前項の委託業務費精算払請求書の提出があった後に委託費の⽀払を
⾏うものとする。 

 
（前払い） 
第 18 条 研究所は、受託者から前払いの請求があったときは、業務の進捗状況等を参酌して

必要と認めた場合に限り、委託業務費前払請求書を提出させ、前払いを⾏うものとする。 
 
（物品の帰属） 
第 19 条 委託業務を実施するため取得した物品は、研究所と受託者の間に特段の合意がある

場合を除き、研究所に帰属する。 
２ 研究所は、前項において研究所に帰属した物品を受託者の希望により貸与し、⼜は譲渡す

ることができる。 
 
（知的財産権の帰属） 
第 20 条 委託業務の実施により取得した知的財産権は、研究所と受託者の間に特段の合意が

ある場合を除き、研究所に帰属する。 
２ 前項の規定にかかわらず、産業技術⼒強化法（平成１２年４⽉１９⽇法律第４４号）第１７

条の規定が適⽤された場合は、研究所は、その権利を譲り受けないことができる。 
 
（返納⾦等の管理） 



 

第 21 条 研究所は、委託費の前払いを⾏った委託契約について次の各号の⼀に該当したとき
は、当該返納⾦⼜は過払⾦について受託者に研究所の指⽰する期⽇までに返納させるものと
する。 

（１）委託契約を解除し、返納⾦が発⽣したとき 
（２）委託費の精算の結果、過払⾦が発⽣したとき 
（３）委託業務の⼀部を中⽌⼜は廃⽌し、返納⾦が発⽣したとき 
 
（特例） 
第 22 条 研究所は、受託者が国若しくは地⽅公共団体である場合⼜は特別な事情がある場合

は、この規程の⼀部を適⽤しないことができる。 
２ 研究所は、この規程に定める事項のほか、委託業務の実施に関し必要があると認める事項

は、受託者と研究所の合意により別に定めるものとする。 
 
附則 
この規程は、平成１３年４⽉１⽇から施⾏する。 
改正附則（平成２６年３⽉７⽇） 
 
この改正は、平成２６年３⽉７⽇から施⾏する。但し、同⽇前に締結された委託契約であっ
て、同⽇以降も継続して実施されるものにあっては、なお従前の例による。 
 
改正附則（平成２７年４⽉１⽇） 
この改正は、平成２７年４⽉１⽇から施⾏する。 
 
改正附則（平成２７年５⽉１５⽇） 
この改正は、平成２７年５⽉１５⽇から施⾏する。但し、同⽇前に締結された委託契約で 
あって、同⽇以降も継続して実施されるものにあっては、なお従前の例による。 
 
改正附則（平成３１年１⽉４⽇） 
この改正は、平成３１年１⽉４⽇から施⾏する。但し、同⽇前に締結された委託契約であ 
って、同⽇以降も継続して実施されるものにあっては、なお従前の例による。 
 



 

改正附則（令和２年４⽉１⽇） 
この改正は、令和２年４⽉１⽇から施⾏する。但し、同⽇前に締結された委託契約であっ 
て、同⽇以降も継続して実施されるものにあっては、なお従前の例による。 
 
改正附則（令和３年１１⽉１⽇） 
この改正は、令和３年１１⽉１⽇から施⾏する。 
 
改正附則（令和６年１１⽉２７⽇） 
この改正は、令和６年１１⽉２７⽇から施⾏する。但し、同⽇前に締結された委託契約であっ 
て、同⽇以降も継続して実施されるものにあっては、なお従前の例による。 
 


